
 スロベニア情勢（２０１５年６月：月報） 

在スロベニア日本国大使館 

２０１５年８月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 内政

（１）左派連合による政党支持率１位獲得 

８日付け日刊紙デロ（Ｄｅｌｏ）にて発表された国内

政治に関する月例世論調査結果において，急進左

派政党の左派連合（ＺＬ）が９．０％の支持率を獲得

して最大野党の民主党（ＳＤＳ）とともに政党支持率

１位を獲得した。ＺＬは今月に入り支持率が急上昇

した一方，ＳＤＳは先月から支持率が下落。今次世

論調査では，左右の急進政党が共に支持率１位と

なる結果となった。 

なお，政党発足１周年を迎えた最大与党の現代

中央党（ＳＭＣ）は，４ヶ月連続の支持率低下となり，

今月は過去最低となる支持率７．６％で第３位とな

った。右要因は，世論の関心が高いスロベニア・テ

レコム社の民営化や医療分野の諸問題といった最

近の国内情勢と政府対応が関連していると見られ

おり，中道支持者が無党派層に流れる傾向が続い

ている。 

 

１ 内政 

●月例世論調査で左派連合（ＺＬ）と民主党（ＳＤＳ）が同率で支持率１位を獲得。最大与党の現代中央党（ＳＭＣ）は４ヶ

月連続の支持率低下。 

●ヤンシャ民主党党首に対する議員職剥奪問題を巡り，憲法裁判所は，有罪判決を受けた議員の職務停止を規定し

た議員法には違憲性が認められると判決し，国民議会による同党首の議員職剥奪決定も不当と判断。 

●スロベニア警察は，２００４年のセルビアによる国際手配に基づき，ハラディナイ元コソボ首相の身柄を一時的に拘

束。 

２ 経済 

●ＯＥＣＤが本年のスロベニアの経済成長率を２．１％に上方修正。 

●ドムブロフスキス欧州委副委員長が訪問，更なる財政再建，最低賃金制度の見直し，金融機関の不良債権処理及

び司法手続の迅速化を勧告。 

●安川電機は欧州でのロボット製造拠点の進出先を本年秋に決定予定。スロベニアもスロバキア，チェコ及びポーラン

ドとともに候補国。 

●Ｓ＆Ｐ社は，スロベニアの国債格付け見通しを，現行の「安定的」から「ポジティブ」に引き上げ。 

●国内第２の銀行，マリボル信用銀行（ＮＫＢＭ）の民営化による売却。米国ファンドと欧州復興開発銀行への売却を

発表。 

３ 外交 

●西バルカン諸国ビジネス会合「Summit 100」が開催され，南東欧諸国首脳やビジネス関係者等が参加。 

●モンテネグロで開催されたブルドー・ブリユニ・プロセス首脳会議にパホル大統領が出席。 

●旧リュブリャナ銀行（ＬＢ）がクロアチアの砂糖製造会社 IPK Osijek からの債務償還を求めてクロアチアを訴えた事案

に関し，欧州人権裁判所は，ＬＢによる訴訟は裁判取り扱い事案とはなり得ないと最終決定。 

●旧リュブリャナ銀行（ＬＢ）外貨預金問題に関し，国民議会において，同銀行預金者に対する賠償実施法案が可決。 

●スロベニア政府は，地中海の人身取引及び密輸ビジネス対策として展開するＥＵの軍事作戦 EUNAVFOR Med への

参加を決定。 



（２）ヤンシャ民主党党首の議員職剥奪問題を巡る

憲法裁判決 

ヤンシャ民主党（ＳＤＳ）党首に対する議員職剥

奪問題を巡り，１１日，憲法裁判所は，有罪判決を

受けた議員の職務停止を規定した議員法の条項に

は，当該議員に認められるべき法的手段の規定が

なく，同法には違憲性が認められると判決し，国民

議会に対し，１年以内の法改正による違憲性是正

を求めた。併せて憲法裁は，国民議会によるヤンシ

ャ党首の議員職剥奪決定も不当との見解を示し

た。 

本件を巡っては，ヤンシャ党首が首相時代の贈

収賄疑惑（パトリア事件）で禁固刑２年の有罪判決

を受けつつも選挙に立候補し議員に選出されたこと

から，有罪判決を受けた人物の議員選出の可否が

問われていた。国民議会は同党首の議員職剥奪を

決定したが，ヤンシャ党首が右決定を不服とし憲法

裁に違憲審査を申し入れ，憲法裁は国民議会の決

定を停止する仮判決を下していた。なお，ヤンシャ

党首の議員職剥奪のきっかけとなったパトリア事件

判決については，本年４月，憲法裁は最高裁の有

罪判決を無効とし，地方裁に差し戻す判決を下し

た。 

 

（３）ハラディナイ元コソボ首相の拘束 

１７日，スロベニア警察は，２００４年のセルビア

による国際手配に基づき，空港乗り継ぎのためスロ

ベニアに入国したハラディナイ元コソボ首相（野党コ

ソボの将来同盟（ＡＫＫ）党首）の身柄を拘束した。

ハラディナイ元首相は，独からコソボへの帰国途中

であり，１時間に及ぶ事情聴取を受けた後，身柄は

釈放されたが，１９日の旅券返還まで出国が差し止

められた。 

ハラディナイ元首相は，１９９８年から１９９９年の

コソボ紛争における戦争犯罪の罪を問われ，ハー

グでの旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）で審理さ

れたが，２０１２年に無罪が確定した。同氏に対する

かつてのセルビアの国際手配がなぜ未だにスロベ

ニアで有効となっていたのかは不明であり，ツェラ

ル首相は，ハラディナイ元首相の出国が認められ

たことに満足の意を示した一方，今後このような事

案を回避するために，国際手配を規定するシステム

の改善が必要であると述べた。今回の事案によりス

ロベニアとコソボの関係が緊張し，在コソボのスロ

ベニア大使館前では，ハラディナイ元首相の釈放と

スロベニアの謝罪を求め，同元首相の支持者によ

る抗議が行われた。 

 また２４日には，最大野党の民主党（ＳＤＳ）が，

今回の拘束事案の責任を問い，ギュルケス・ジュニ

ダル内務大臣に対する解任動議を国民議会に提出

した。 

 

２ 経済

（１）ＯＥＣＤによる経済観測及びエリヤヴェツ外相の

ＯＥＣＤ閣僚理出席 

３日，ＯＥＣＤは本年の経済成長率を２．１％に上

方修正し，２０１６年の成長率は前回予測と同じ１．

９％とし，失業率，財政赤字とも２０１５年から１６年

にかけて減少した旨発表した。また，ＯＥＣＤは，企

業の債務軽減，銀行の不良債権処理，公共機関の

効率性強化等の構造改革実施を助言した。 

３日，ＯＥＣＤ閣僚理事会出席中のエリヤヴェツ

外相はグリアＯＥＣＤ事務総長と会談し，政府による

開発計画策定，雇用創出及びインフラ整備等への

ＯＥＣＤの支援に謝意を表明した。これに対し，「グ」

事務総長は，包括的な経済成長達成に向けた政府

の努力を評価すると共に，運輸交通インフラへの投

資開放を助言した。 

 



（２）ドムブロフスキス欧州委副委員長（通貨，社会

対話担当）の当地訪問 

５日，ドムブロフスキス欧州委副委員長（通貨，社

会対話担当）が当地を訪問し，ツェラル首相等の政

府要人と会談すると共に，経済分野における欧州

委の勧告につき意見交換を行う「ＥＵセメスター会

合」に出席した。「ツェ」首相との会談で「ド」副委員

長は，スロベニア経済はＥＵ諸国の平均値以上の

ペースで成長しているが，まだ脆弱な側面があり対

処が必要であるとして，更なる財政再建，最低賃金

制度の見直し，金融機関の不良債権処理及び司法

手続の迅速化を求めた。 

また，同会合において「ド」副委員長は，「スロベニ

アの経済改革はまだ終着点には到達していない。

本年の財政赤字は３％未満になる見通しだが，経

済成長を促進するための支出を検討すると共に，

財政基盤の強化及び財政規律の施行が必要」との

見解を示した。 

 

（３）安川電機のロボット製造拠点誘致に向けた動

き 

１１日付当地経済紙「ＤＥＬＯ」によれば，安川電

機は２，０００万ユーロを投資し，４０名の技術者を

含む１５０名を雇用する予定である産業用ロボット

製造拠点を欧州に設立することを計画しており，ス

ロベニア，スロバキア，チェコ及びポーランドが誘致

に向けた活動を行ってきている。安川スロベニア社

社長を務め，製造拠点の進出先を決定する委員会

のメンバーとなっているコスレル氏は，「スロベニア

の有利な点は，安川は既にリブニツァ市に工場を有

していることであるが，スロベニアが唯一の選択肢

ではない」旨述べた。なお，安川電機は本年秋に進

出地に関する最終決定を行う予定となっている。 

ポチヴァルシェク経済開発・技術大臣は，「ＤＥＬ

Ｏ」に対し，「誘致のために必要なあらゆる努力を惜

しまない」とし，工場敷地，従業員，補助金等を含む

投資誘致に向けた提案を策定済みと述べた。 

 

（４）Ｓ＆Ｐ社によるスロベニア国債格付け見通しの

引上げ 

１９日，Ｓ＆Ｐ社は，スロベニアの国債格付け見通し

を，現行の「安定的」から「ポジティブ」に引き上げた。

なお，長期国債の格付け自体については現行の「Ａ

－」格付けで据え置いた。同社は，今回の成長見通

し引上げは好調な輸出に後押しされたものであり，

今後も経常黒字の継続が想定されるとした上で，長

期国債の格付け引上げのためには，より広範な景

気回復及び構造改革の実施を通じた財政再建が必

要であるとの見方を示した。 

 

（５）マリボル信用銀行（ＮＫＢＭ）の民営化による売

却 

３０日，国家資産を一元管理する「スロベニア国

家ホールディング（ＳＳＨ）」は，スロベニア第２の銀

行であり，２０１３年に民営化対象とされたマリボル

信用銀行を，米国の「アポロ・グローバルマネージメ

ント」及び欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）に売却すると

発表した。アポロが８０％，ＥＢＲＤが２０％を獲得し，

売却額は合計で２億５千万ユーロとなる。

３ 外交

（１）西バルカン諸国ビジネス会合「Summit 100」の

開催 

 １－２日，スロベニア西部のポルトロージュにて，

西バルカン諸国ビジネス会合「Summit 100」が開催

され，南東欧諸国の首脳やビジネス関係者が参加

した。同会合では南東欧地域の競争力強化や欧州

委員会による投資計画の可能性などが議論された。

パホル大統領は，南東欧地域における政治プロセ

スの後退は，ビジネス協力強化の脅威となりつつあ

る旨発言。ツェラル首相は，経済危機への対処に



は地域諸国の連携が重要であると述べ，また，交

通及びエネルギー分野への投資が競争力強化の

ために重要であるとの見解を示した。 

 

（２）ブルドー・ブリユニ・プロセス首脳会議 

 ８日，第３回目となるブルドー・ブリユニ・プロセス

首脳会議がモンテネグロのブドヴァにて開催され，

西バルカン諸国首脳，フィッシャー・オーストリア大

統領とともにパホル大統領が出席した。同会議では，

ＥＵ加盟プロセスの重要性を確認し，スロベニア及

びクロアチア両国大統領が，欧州理事会議長に対

し，西バルカン諸国とＥＵの首脳会議開催を提案す

る書簡を発出することで合意した。 

  

（３）旧リュブリャナ銀行債権を巡る欧州人権裁判所

決定 

クロアチアの砂糖製造会社 IPK Osijek による旧リ

ュブリャナ銀行（ＬＢ）への債務（約５７５０万ユーロ）

を巡り，右償還を求めＬＢがクロアチアを訴えた事

案に関し，４日，欧州人権裁判所は，ＬＢによる訴訟

は裁判取り扱い事案とはなり得ないとする最終決

定を下した。右決定理由につき，欧州人権裁判所

は，ＬＢは国有企業であり，同裁判所規約上，政府

機関ないし国の厳格な管理下にある国有企業は欧

州人権裁判所に一個人として申し立てを行う資格

はないとの見解を示した。 

本件は，旧ユーゴ崩壊に伴うＬＢのクロアチア企業

に対する債権未回収問題の一部である。クロアチア

企業はＬＢに対し総額１０億ユーロの債務を負って

いると見られており，本事案の他に現在１７件の類

似の訴訟が係争中である。ＬＢに係る欧州人権裁

判所の決定は，外貨預金問題を巡る昨年の賠償命

令に続き２件目となる。今回の決定に関し，スロベ

ニア政府は，欧州人権裁判所はスロベニアに対しＬ

Ｂ預金者への賠償を命じたが，このことからもＬＢに

対する債務は償還されるべきであり，本問題の公

平な解決を達成するため，法的手段を含むあらゆ

る可能性を行使するとの意向を表明した。 

 

（４）旧リュブリャナ銀行外貨預金問題：賠償実施法

案の国会可決 

旧リュブリャナ銀行（ＬＢ）外貨預金問題に関し，２

２日，国民議会において，同銀行預金者に対する賠

償実施法案が賛成５１票，反対１３票で可決された。

ドラゴニャ財務次官によれば，昨年の欧州人権裁

判所による賠償支払命令に基づき，賠償総額は，

諸手続の費用も含め，３億８５００万ユーロに達する

との見込み。賠償支払いは，明年下半期より開始さ

れる予定。 

最大与党の現代中央党（ＳＭＣ）は，２０年以上続い

た人権侵害に対する責任は，旧ユーゴ承継国間で

平等に分かち合わなければならず，スロベニアだけ

が預金者に対する賠償責任を負うのは不公平であ

るとの見解を示した。また，与党の社会民主党（Ｓ

Ｄ）は，ＬＢ預金問題については承継問題の枠組で

処理していくべきと強調した。 

 

（５）ＥＵ軍事作戦 EUNAVFOR Med へのスロベニア

参加 

１７日，スロベニア政府は，地中海の人身取引及

び密輸ビジネス対策として展開するＥＵの軍事作戦

EUNAVFOR Med へ参加することを決定した。スロベ

ニアからは，スロベニア軍兵士６名及び多目的警備

艇「トリグラウ１１」を派遣し，本年の同作戦参加経

費は１３０万ユーロになる見通し。今後，国会の防

衛委員会及び外交政策委員会での審議を経て，同

作戦参加の最終決定が下される予定。 

地中海の移民対策について，スロベニア政府は，

ＥＵの連帯に基づき協力するとの姿勢を示している

が，移民受入れは義務ではなく任意であるべきとし，

欧州委が提案している移民受入れのクォーター制

度については反対の立場を取っている。 

 


